
ＪＰＢＭ実務力アップ特別研修 

税理士のための実務法律講座 

『民法』『倒産法』『会社法』 
 
 

税務 

       主催 一般社団法人 日本中小企業経営支援専門家協会 
          

               （裏面の必要事項を記載の上ＦＡＸにてお申込ください⇒） 

平成25年9月4日 協会発第１3081号  

民法 

【日時】平成25年9月19日(木)13:30～17:30 
    平成25年9月20日(金)10:00～17:00 
【場所】中央大学駿河台記念館330号(東京･千代田) 
【講師】JPBM会員 弁護士 金子博人 
 

★実務の共通言語、ご担当者様に必須の知識です。 
★聞きかじりの情報から体系的な知識へ。 
★法律の理解が税務を更に強化します。 

【プロフィール】かねこ ひろひと 

相続・事業承継問題、不動産関連問題、Ｍ＆Ａ、事業再生・破産、
国際法務等多岐に亘って活躍。「中小企業Ｍ＆Ａ支援チーム」の中
心メンバーとして専門家が支援する中小企業のM&Aを強く推進して
いる。Ｍ＆Ａ関連書籍を９月中央経済社より発行予定。 

民法 

倒産法 会社法 

《予定される主な項目》 
【民法総則】１．権利義務の主体（法人、権利能力なき社団‥） ２．法律行為 ３．行為無能力 ４．代理と委任     

 ５．条件と期限 ６．期間計算 ７．時効   

【物権法】１．物権とは ２．物権変動 ３．共有 ４．地上権、賃借権、借地権の違い ４．通行地役権 

【担保物権】１．抵当権の範囲 ２．法定地上権 ３．共同抵当 ４．譲渡担保、仮登記担保の実行 

【債権】１．債権者代位権 ２．詐害行為取消権 ３．多数当事者の債権関係 ４．債権譲渡の対抗要件 ５．相殺 

 ６．契約解除 ７．瑕疵担保責任 ８．使用貸借と賃貸借 ９．委任と請負の違い 10．不当利得 11．不法行為 

【相続法】１．相続人・相続分 ２．承認・放棄 ３．寄与分 ４．遺産分割 ５．遺言 ６．遺留分減殺 ８．経営承継円  

 滑化法 その他 

倒産法 会社法 

【日時】平成25年10月23日(水)13:30～17:30 
    平成25年10月24日(木)10:00～17:00 
【場所】中央大学駿河台記念館330号(東京･千代田) 
【講師】JPBM会員 弁護士 権田修一 
    JPBM会員 弁護士 志田康雄 

【日時】平成25年11月21日(木)13:30～17:30 
    平成25年11月22日(金)10:00～17:00 
【場所】中央大学駿河台記念館320号(東京･千代田) 
【講師】JPBM会員 税理士･法学博士 齋藤孝一  
    JPBM会員 弁護士 樽本 哲 

【受講料】〈1〉単科受講：会員特価・10,500円(税込・資料代含)  
             会員外(提携)・21,000円(同)、会員外(一般)・23,100円(同)  
         〈2〉 ３講受講： 会員特価・26,250円（税込・資料代含） 
                    会員外(提携)・52,250円（同）、 会員外(一般)・58,800円（同）  

 
＊当日の模様を収録し、後日OSS研修としてアップいたします（研修が終了してそれぞれ約3週間後）。 

【OSS研修受講料】 
 各単科 会員特価 12,600円(税込) 会員外(提携) 23,100円(税込) 会員外(一般) 25,200円(税込) 

 全受講 会員特価 31,500円(税込) 会員外(連携) 63,000円(税込) 会員外(一般) 68,250円(税込) 

・各項目修了ごとに事例演習(約２０分)および解説(約１０分)を行います。 
                        (理解度の確認と実践力が身に付きます) 

・各項目ごとに重要条文に即し判例を交えつつ研修します。 



「税理士のための実務法律講座『民法』『倒産法』『会社法』参加申込書  

ＦＡＸ ： ０３－３５２６－３０５１    

【会場】 

中央大学駿河台記念館 

東京都千代田区神田駿河台３－１１－５ 

【アクセス】 

JR中央・総武線・茶ノ水駅下車、徒歩3分 

東京メトロ丸ノ内線・御茶ノ水駅下車、徒歩6分 

東京メトロ千代田線・新御茶ノ水駅下車 

  （B1出口）、徒歩3分 

都営地下鉄新宿線 小川町駅下車（B5出口）、
徒歩5分 

 

  お問い合わせ先            一般社団法人日本中小企業経営支援専門家協会（ＪＰＢＭ）   http://www.jpbm.or.jp  

東京都千代田区神田須田町１－２－１ ＴＥＬ ０３－３２５３－４７１１ 担当：若松、松本  e-mail : info@jpbm.or.jp 

 「税理士のための実務法律講座『民法』『倒産法』『会社法』」  参加お申込書 

〒 所
在
地 

貴 社 名     

（ふ り が な） 
ＴＥＬ 

ＦＡＸ 

下記に必要事項を記入いただき上記ＦＡＸ番号にてお申込みください。 

■請求書発行先名（必ずお書きください）： 

お 役 職     お名前 （ふりがな） 

Eメールアドレス 

※参加ご希望のテーマを選択し○で囲んでください 

民 法     倒産法     会社法     

集合研修     

OSS研修     

お 役 職     お名前 （ふりがな） 

Eメールアドレス 

※参加ご希望のテーマを選択し○で囲んでください 

民 法     倒産法     会社法     

集合研修     

OSS研修     

お 役 職     お名前 （ふりがな） 

Eメールアドレス 

※参加ご希望のテーマを選択し○で囲んでください 

民 法     倒産法     会社法     

集合研修     

OSS研修     

別紙「申込書」に必要事項を記載し、ＦＡＸにてお申込みください。お申込書受領後、受講票と請求書を送付いたします。 

受講料は各講座日の前日までにお振込みください。（一旦お振込み頂きました参加費のご返金は致しかねます） 

全受講     

全受講     

全受講     

平成25年  月  日 


